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知的財産の創出・活用の活性化を通じ「世界一イノベーティブな国」を実現 

地域に根付く中小企業の活躍は、我

が国の経済成長の源泉。地域の実情

に応じたきめ細かな支援により、戦略

的な知財活用を支援。 

１．「知財総合支援窓口」の機能強化  

１１９．４億円の内数（１０５．９億円の内数） 

 全国の知財総合支援窓口について、（独）工業所
有権情報・研修館を活用した機能強化 

  

２．地域の先進的な取組（デザイン力強化等）の支 

     援と知財金融の促進 

３．０億円（２．５億円） 

 地域の独自性を活かした取組や知財を活用した
金融を支援し、優れた事例を横展開 

  

３．知財活用の促進を担う「橋渡し人材」の派遣 

                     １．０億円（新規） 

 マッチングから資金調達、販路開拓までを支援す
る「事業プロデューサー」を派遣 

  

４．調査から出願、侵害対策まで一体となった海外 

     展開支援  

１９．７億円 （１９．０億円） 

 先行調査から出願、侵害対策まで、海外展開を   
「一気通貫」で支援 

 

５．発明へのインセンティブ向上 

 中小企業の職務発明制度の理解促進や職務発明
規程整備を支援       

地域創生・中小企業支援の強化 世界最高の知財システムの構築 

我が国の国際的な産業競争力強化

に向け、世界最速・最高品質の審査

を実現すると共に、我が国知財シス

テムを世界へ展開。 

１．任期付審査官の確保 

                     １００名 

 世界最速・最高品質の審査の実現に向け、任
期付審査官を確保 

 

２．先行技術文献調査の拡充  

        ２６２．１億円（２４２．７億円） 

 民間の調査能力を活用し、近年増加傾向にあ
る外国特許文献の先行技術調査を拡充 

 

３．ユーザーニーズに応える情報システムの構 

     築・運営 

２９２．０億円（２６１．８億円） 

 制度改正や情報提供の充実、手続き処理の迅
速化等を実現するため、新たな情報システムを
構築 

 

４．国際的な知財制度・運用調和に向けた協力 

 我が国企業のグローバルな権利取得のため、
特許制度・運用調和の国際議論をリード 

 

５．我が国知財制度の新興国への展開 

１１．８億円（１２．２億円） 

 新興国への知財環境整備の協力を通じ、我が
国の優れた知財 システムを導入 

（２）平成28年度特許特別会計歳出予算の概要 
    ＜平成28年度予算額 1,446億円（平成27年度予算額 1,404億円）＞ 

 

問合せ先：総務課 
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